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「分散協調型エネルギー管理システム構築のための理論及び基盤技術の

創出と融合展開」 
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分散協調型 EMS における地球科学情報の可用性向上と 

エネルギー需要モデルの開発 

 

 

 

§１．研究実施体制  

 

（１）東海大グループ 

① 研究代表者：中島 孝 （東海大学情報技術センター/情報理工学部、教授） 

② 研究項目 

・衛星日射量推定手法の改善と気象変動量解析 

 

（2）JAXA-東大グループ 

① 主たる共同研究者：中島 映至 （宇宙航空研究開発機構、EORC センター長） 

② 研究項目 

・衛星観測に基づく日射量推定システムの高度化 

・地球科学モデルによる雲場同化手法の開発 

・シナリオデータの構築 

 

（3）千葉大グループ 

① 主たる共同研究者：入江 仁士 （千葉大学環境リモートセンシング研究センター、准教授） 

② 研究項目 

・ＥＭＳのための日射データ誤差評価地上システムの構築 

 

（4）阪大グループ 

① 主たる共同研究者：下田 吉之 （大阪大学大学院工学研究科、教授） 

② 研究項目 
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・分散協調型エネルギー管理システムのためのエネルギー需要モデルの開発 

 

（5）東大生研グループ 

① 主たる共同研究者：岩船 由美子 （東京大学生産技術研究所、特任教授） 

② 研究項目 

・需要データプラットフォームの構築とＨＥＭＳ実装に向けた研究 

 

（6）東工大グループ 

① 主たる共同研究者：日高 一義 （東京工業大学環境・社会理工学院、教授） 

② 研究項目 

・分散協調エネルギーマネジメントシステムにおける需要家行動モデルの研究・開発 
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§２．研究実施の概要 

 

中島最強チームは、地球科学分野とエネルギー需要科学分野の融合チームである。地球科学

は地球物理学をベースとする理学分野であり、一方のエネルギー需要科学は工学分野である。す

なわち、中島チームは理学と工学の境界領域に軸を置く戦略的なチーム構成となっている。チー

ム運営においては、以下に示すような 5 つの課題を設定している。 

Q1. 地球科学データの推定精度はどの程度か 

Q2. エネルギー需要を規定する要因は何であるか 

Q3. EMS における需要家の調整能力にはどのようなものがあるか 

Q4. 地球科学データによってエネルギー需要は如何に影響を受けるか 

Q5. これらは EMS にどのような影響をもたらすのか 

これらの課題の解決に資するために、H28 年度は、①地球物理量シナリオデータの作成、②衛

星データ解析システムの維持管理と改善、③モデルによる物理量算定システムの開発、④地球科

学データの品質保証と異常データ検出、⑤気象データの変動解析、⑥エネルギー需要モデルの

開発、⑦需要データプラットフォーム構築に向けた分析、⑧需要家行動モデルの開発を実施した。

さらに、地球科学データの効率的な発信と地球科学と需要科学を結びつける研究としての⑨デー

タ・インタフェースの開発を実施した。また、⑩国際交流および異分野交流を図った。H28 年度に

行ったこれらの研究活動のダイジェストを下記に記す。 

まず、地球科学分野においては、衛星データ解析システム等の研究が大きく進捗した。シナリオ

データの作成では、過去に実際にあった猛暑日、厳冬日、および将来のシナリオ（2031 年、32年、

33 年）に基づいた日射量を含む気象情報のデータセットを作成した。衛星データ解析システムに

おいては、これまで実施してきた雲特性の解析と並行して新たにエアロゾル特性の解析を開始し

た。また、衛星観測から得られた大気移動ベクトルの解析に基づく、地上到達日射量のアンサンブ

ル短時間予測の研究を大きく進捗させた。雲解像モデルを用いた日射量予測の研究も進捗した。

特に、気象場と衛星雲水量をモデルにナッジ（衛星観測値をモデルに馴染ませる）した場合の日

射量の推定精度についての調査が進み、このようなナッジ手法が日射量の予測に有効であること

が示された。本成果については現在論文執筆を進めている。その他にも、基礎的研究として、3 次

元構造をもつ雲場における地上到達日射量を精度良く計算するための放射伝達計算手法の開発

を行った（Okata et al. 2017）。さらに、衛星データやモデルから算出された日射量の検証に関す

る研究も進捗した。SKYNET 地上観測サイトにおいて、機器整備および機器運用手法の最適化

を行い、連続観測を継続的に実施する体制を整えた。検証活動の成果については、国内学会誌

に「特集記事」として寄稿した原稿が受理されている。衛星観測雲特性量を用いた地上日射量の

変動特徴の推定手法の研究においては、新しい地表面日射量変動の情報として、空間的な広が

りを持った情報を提供するためのデータ解析手法を提案した。以上のような研究成果によって、地

球科学データの推定精度の定量化が図られる。今後、これらの地球科学データはエネルギーマネ

ジメントシステムにおける電力供給及び需要に対する入力値として役立てられることになる。 

エネルギー需要科学分野においては、需要モデルの開発が進捗した。温暖化ガス排出削減や、

電力ロードカーブ調整において重要な役割を示す家庭用コージェネレーションシステムについて、
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世帯人員や住宅形式によって変化する熱・電力消費を評価できる家庭用最終需要モデルを活用

して、ガスエンジン、2 種類の燃料電池による省エネルギー効果、CO2 排出削減効果を比較。本研

究の結果、世帯構成別の最適コスト・エネルギーシステム、地域の温室効果ガス排出削減効果や

電力ロードカーブへの影響などの評価が可能になった（Shimoda et al. 2017）。また、家庭用エネ

ルギーマネジメントシステム（HEMS）データを用いてエネルギー診断を自動的に行うシステムを開

発し、効果を検証した（Iwafune et al, 2017）。多数のフィールド（1600 世帯）で HEMS を用いた

家庭用エネルギー診断の効果を検証した事例としては初となる成果であり、今後の家庭部門の省

エネルギー促進に大きく貢献するものである。需要行動の研究では、北九州で行われた経済的手

法を用いたデマンドレスポンス（DR）の分析を行い、DR 継続実施時と DR 終了後の需要家の電力

消費行動と実際の生活行動の経時変化について検討を行った。これらの需要に関する研究により、

エネルギー需要を規定する要因が徐々に明らかになるとともに、EMS における需要家の調整能力

についての知見が蓄積されることとなった。 

データ・インタフェースにおいては、当チームにおけるデータの共通利用を目指してクラウド環境

の利用を検討し、気象データの提供システムをクラウド環境に移植した。更に、共有データとして提

供するデータについての検討を行った。データユーザは Web ブラウザを通して本クラウドシステム

にアクセスし、データ取得希望期間および指定地点もしくは指定地域（市区町村）を入力すること

で、データ入手が可能になる。データ・インタフェースの進捗により、地球科学データの利活用が

促進される見込みである。 

地球科学分野の国際交流として、アジア・オセアニア気象衛星利用者会合に参加して、アジア

諸国での「ひまわり８号」衛星の利用についての動向についての情報収集を実施した。さらに、中

国科学院のリモートセンシング＆デジタルアース研究所、および同大気物理研究所との研究協力

を開始した。日射データ評価地上システム構築の一環として、アメリカ NASA 主導の観測ネットワ

ーク、およびスイス WRC 主導の観測ネットワークとの相互比較実験を実施している。エネルギー需

要科学分野の国際交流では、London-Loughborough (LoLo), Engineering and Physical 
Sciences Research Council (EPSRC) Centre 所属研究者との連携を実施した。 

 

【H28 年度の代表的な原著論文】 
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